
地域発元気づくり支援金交付要綱 

 

平成 19年３月 30日 

告  示  第 2 3 4 号 

〔沿革〕平成 20年３月 24日告示第 156号 

〔沿革〕平成 24年３月 26日告示第 248号 

〔沿革〕平成 25年４月１日告示第 224号 

〔沿革〕平成 29年３月 30日告示第 169号 

〔沿革〕令和２年３月 30日告示第 154号 

〔沿革〕令和 4年３月 31日告示第 139号 

〔沿革〕令和５年３月 30日告示第 155号 

〔沿革〕令和７年３月 31日告示第 134号 

 

 

 

 （趣旨） 

第１ この要綱は、豊かさが実感でき、活力あふれる輝く長野県づくりを進めるために、市

町村及び公共的団体等が、住民とともに、自らの知恵と工夫により自主的かつ主体的に取

り組む地域の元気を生み出すモデル的で発展性のある事業に要する経費に対し、予算の範

囲内で地域発元気づくり支援金（以下｢支援金｣という。）を交付することについて、補助金

等交付規則（昭和 34 年長野県規則第９号。以下「規則」という。）に定めのあるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

 （交付対象者） 

第２ 支援金の交付の対象となる者は、次に掲げる者とする。 

(1) 市町村、広域連合及び一部事務組合（以下「市町村等」という。） 

(2) 長野県内に事務所を有し、公共的活動又は地域の活性化に資する活動を行う団体で別

に定めるもの（以下「公共的団体等」という。） 

 （交付対象事業） 

第３ 支援金の交付の対象となる事業（以下「交付対象事業」という。）は、次に掲げる事業

のうち、第１に規定する趣旨に即した事業とする。 

(1) 地域協働の推進に関する事業 

(2) 保健、医療及び福祉の充実に関する事業 

(3) 教育及び文化の振興に関する事業 

(4) 安全・安心な地域づくりに関する事業 

(5) 環境保全及び景観形成に関する事業 

(6) 産業振興及び雇用拡大に関する事業 

 ア 特色ある観光地づくり 

 イ 農業の振興と農山村づくり 

22



 ウ 森林づくりと林業の振興 

 エ 商業の振興 

 オ その他地域の特色及び個性を活かした産業振興並びに雇用拡大に資する事業 

(7) 市町村合併に伴う地域の連携の推進に関する事業 

(8) その他地域の元気を生み出す地域づくりに資する事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業は、交付対象事業としない。 

(1) 県が交付する補助金等（長野県市町村合併特例交付金を除く。）の交付の対象となる事

業 

(2) 長野県市町村合併特例交付金の交付を受けた事業 

(3) 国の支出する支出金及び補助金等の交付を受けた事業 

(4) 国又は県が出資する財団法人等から助成金の交付を受けた事業 

(5) 分担金又は負担金としての市町村支出事業 

(6) 宗教的活動に関する事業 

(7) 政治的活動に関する事業 

(8) 公序良俗に反する事業 

(9) 専ら特定の企業、団体及び個人の利益を追求するための事業 

（交付対象経費） 

第４ 支援金の交付の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）は、交付対象事業の

実施に要する経費から、市町村等にあっては第１号に掲げる経費及び第２号に掲げる特定

財源の額を、公共的団体等にあっては第１号に掲げる経費を控除したものとする。 

(1) 交付対象外経費 

  ア 団体の運営費及び人件費並びに施設の維持管理経費 

  イ 用地の取得又は賃借に要する費用及び補償に係る費用 

  ウ 地方債の償還に充当する費用 

  エ 調査研究及び計画作成に係る費用 

  オ 食糧費 

  カ その他地域振興局長が不適当と認める経費 

(2) 特定財源 

  ア 地方債 

  イ 分担金、負担金、補助金及び寄付金 

  ウ 事業収入 

  エ 助成金 

２ 交付対象経費には、公共的団体等が交付対象事業の実施に要する経費に対し、市町村等

が補助する場合における当該補助額を含むものとする。 

 （支援金の交付額） 

第５ 支援金の交付額は、次のとおりとする。ただし、公共的団体等の事業で交付対象経費

に特定財源を充当するものに対する支援金の交付額は、当該交付対象経費から当該充当す

る特定財源を控除した額を超えないものとする。 
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事   業 交付対象者 交付額 

１ 施設の整備そ

の他別に定める

事業 

(1) 別に定める県で

重点的に推進する

事項に該当する事

業 

市町村等 交付対象経費の３分の２

以内（支援金の交付を受

けようとする年度の当初

における財政力指数（後

進地域の開発に関する公

共事業に係る国の負担割

合の特例に関する法律 

   （昭和 36 年法律第 112

号）第２条第１項に規定

する財政力指数をいう。）

が県平均以下の市町村

は、４分の３以内）の額 

公共的団体等 交付対象経費の４分の３

以内の額 

(2) (1)以外の事業 市町村等 交付対象経費の２分の１

以内（支援金の交付を受

けようとする年度の当初

における財政力指数が県

平均以下の市町村は、３

分の２以内）の額 

公共的団体等 交付対象経費の３分の２

以内の額 

２ １以外の事業 (1) 別に定める県で

重点的に推進する

事項に該当する事

業 

市町村等 

公共的団体等 

交付対象経費の５分の４

以内の額 

(2) (1)以外の事業 市町村等 

公共的団体等 

交付対象経費の４分の３

以内の額 

２ 前項の規定により計算した額が 30 万円を下回るときは、支援金を交付しない。ただし、

支援金の交付の決定後に入札、見積り又は請求による契約額の確定に基づく減額その他や

むを得ない事由により 30万円を下回ることとなる場合で、地域振興局長に申請しその承認

を受けたときは、この限りでない。 

 （事業計画書の提出等） 

第６ 支援金の交付を受けようとする者は、規則第３条の規定による申請書の提出に先立ち、

別に定める日までに、地域発元気づくり支援金事業計画書を地域振興局長に提出しなけれ

ばならない。  
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２ 前項の規定にかかわらず、公共的団体等の地域発元気づくり支援金事業計画書の提出は、

当該団体の活動拠点がある市町村の長を経由して、地域振興局長に提出しなければならな

い。 

３ 市町村長は、前項の規定により公共的団体等から提出された事業計画書を地域振興局長

に経由する場合において、必要があると認めるときは、当該事業計画に対する意見書を添

えて提出することができる。 

４ 地域振興局長は、第１項の書類の提出があった場合において、別に定める選定基準に照

らし支援金を交付することが適当と認めるときは、支援金の交付の内示を行うものとする。 

５ 地域振興局長は、支援金について前項の交付の内示を行う場合には、地域振興局長及び

次の各号に掲げる者のうちから地域振興局長が依頼する者で構成する選定会議の意見を聴

かなければならない。 

 (1) 市町村長 

 (2) 県の現地機関の長 

 (3) 学識経験者 

６ 地域振興局長は、選定会議の意見を聴いて第４項の交付の内示に当たっての方針を定め

るものとする。 

７ 選定会議は、第３項の意見書の提出があった場合は、第５項の意見の参考にするものと

する。 

８ 第５項の選定会議に関し必要な事項は、別に定める。 

 （交付申請書の様式等） 

第７ 規則第３条に規定する申請書は、地域発元気づくり支援金交付申請書によるものとす

る。 

２ 規則第３条に規定する関係書類は、次のとおりとする。 

(1) 地域発元気づくり支援金事業計画書 

(2) 市町村等の補助金等交付に関する規程（交付対象経費に第４第２項に規定する補助額

が含まれる場合に限る。） 

３ 前２項に規定する書類の提出期限は、地域振興局長が別に定める。 

 （交付の条件） 

第８ 次に掲げる事項は、支援金の交付の条件とする。 

(1) 事業の内容について、次に掲げる変更（第５第２項ただし書の規定による申請に係る

ものを除く。次号において同じ。）をしようとするときは、速やかに地域振興局長に申請

して、その承認を受けること。 

  ア 事業の実施箇所並びに施設の設置場所、構造及び機能その他事業の主要な内容の変

更 

  イ 交付対象経費の 20％以上の変更（入札、見積又は請求による契約額の確定に基づく

減額の変更を除く。） 

(2) 前号のイに規定する入札、見積又は請求による契約額の確定に基づく減額の変更にあ

っては、速やかに地域振興局長に届け出ること。 
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(3) 事業を中止し、若しくは廃止しようとするとき、又は事業が予定の期間内に完了しな

いとき（遂行が困難となったときを含む。）は、速やかに地域振興局長に申請して、その

承認を受けること。 

(4) 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、その財産管理に関する規程

を定め、善良な管理者の注意をもって管理し、効率的な運用を図ること。 

(5) 前号の財産を処分したことにより収入があったときは、当該収入の額に交付対象経費

について支援金を交付した割合を乗じて得た額を限度として、県に納入させることがあ

ること。 

(6) 事業を行うために締結する契約は、法令に特別の定めのある場合を除くほか、競争入

札によること。ただし、緊急の必要により競争入札に付すことができないとき、時価に

比較して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき又はその性

質若しくは目的が競争入札に付すことが適当でないと認められるときは、競争入札に付

さないことができる。 

(7) 事業に係る帳簿又は証拠書類は、事業の終了の日の属する県の会計年度の翌年度から

起算して５年間整理保存すること。 

(8) 補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、当該仕入控除税額の全部又は一部を県に納

入させることがあること。 

(9) 事業により整備した施設及び設備並びに取得した備品その他の物品には、別に定める

ところにより、支援金の交付された年度及びその交付を受けた旨の表示をしなければな

らないこと。 

（変更承認申請書等） 

第９ 第５第２項ただし書及び第８第１号から第３号までの規定による申請及び届出は、次

の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める書類を提出して行うものとする。 

(1) 事業の内容を変更しようとするとき 地域発元気づくり支援金事業内容変更承認申請

（届出）書 

(2) 事業を中止又は廃止しようとするとき 地域発元気づくり支援金事業中止（廃止）承

認申請書 

(3) 事業が予定の期間内に完了しないとき 地域発元気づくり支援金事業期間延長承認申

請書 

 （交付申請の取下書） 

第 10  規則第７条に規定する申請の取下げは、地域発元気づくり支援金交付申請取下書によ

り行うものとする。 

 （実績報告書） 

第 11 規則第 12 条に規定する実績報告書は、地域発元気づくり支援金事業実績報告書によ

るものとする。 

２ 前項に規定する書類の提出期限は、事業の完了の日から起算して 30日を経過した日又は

支援金の交付の決定があった日の属する年度の翌年度の４月 10 日のいずれか早い日とす
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る。 

 （交付請求） 

第 12 支援金の交付決定を受けた者が支援金の交付（概算払いを含む。）を受けようとすると

きは、地域発元気づくり支援金交付（概算払）請求書を提出するものとする。 

 （財産処分の制限等） 

第 13 規則第 19 条第１項に規定する承認申請書は、地域発元気づくり支援金財産処分承認

申請書によるものとする。 

２ 規則第 19条第１項第２号及び第３号に規定する機械、器具及び財産は、減価償却資産の

耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号。次項において｢省令｣という。）に定

められているものとする。ただし、取得価格又は効用の増加価格が単価 50万円未満の機械、

器具及び財産で、補助目的上特に必要ないと認められるものは除くものとする。 

３ 規則第 19条第２項第２号に規定する期間は、省令に定められている耐用年数に相当する

期間とする。 

 （評価及び公表） 

第 14 支援金の交付を受けた者は、地域発元気づくり支援金事業総括書（以下｢総括書｣とい

う。）により当該交付の対象となった事業の評価を行い、その内容を地域振興局長に報告し

なければならない。 

２ 地域振興局長は、前項により提出された総括書を速やかに公表するとともに、支援金の

交付を行った事業について必要な助言及び支援を継続的に行うものとする。 

３ 支援金の交付を受けた者は、総括書を速やかに公表するよう努めなければならない。 

（申請書等の様式等） 

第 15 この要綱に規定する申請書等の様式その他事業の実施について必要な事項は、別に定

める。 

 （書類の提出） 

第 16 規則及びこの要綱により提出する書類は、別に定めるところにより、所轄地域振興局

の長に提出するものとする。 
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   地域発元気づくり支援金交付要領 

 

平成 19 年３月 30 日 

19 市町村第 1042 号総務部長通知 

                                      〔沿革〕平成 20 年３月 24 日 19 市町村第 1088 号 

                                      平成 21 年３月 13日 20 市町村第 985 号 

平成 22 年３月 16 日 21 市町村第 976 号 

平成 23 年３月 15 日 22 市町村第 859 号 

平成 24 年３月 26 日 23 市町村第 893 号 

平成 25 年４月１日 25 市町村第１号 

平成 26 年３月 24 日 25 市町村第 880 号 

平成 29 年３月 30 日 28 地振第 233 号 

平成 30 年３月 14 日 29 地振第 266 号 

令和２年３月 30 日元地振第 192 号 

令和３年３月 26 日２地振第 184 号 

令和７年３月 31 日６地振第 280 号 

 

 

第１ 趣旨 

この要領は、地域発元気づくり支援金交付要綱（平成 19年長野県告示第 234号。以下

「要綱」という。）第 15の規定に基づき必要な事項を定めるものとする。 

第２ 事業の実施基準 

  １ 交付対象者 

(1) 要綱第２第２号に規定する公共的団体等は、次に掲げる場合に限り交付対象者と

認めるものとし、法人であると否とを問わないものとする。 

ア 現に活動を行っていること 

イ 支援金活用事業に係る経費について、適正な執行・管理を行うことができる団

体であること 

(2) 市町村、広域連合及び一部事務組合が構成員として参加する実行委員会及び協議

会等が行う事業については、当該実行委員会及び協議会を交付対象者とする。 

２ 交付額 

(1) 要綱第５第１項の表の１に規定する事業は、次に掲げる事業とする。 

ア 道路、水路、建物等の構造物を建設又は改修する事業及びこれらの事業に附帯

する事業 

イ １件 10万円以上の備品の取得 

ウ 公共的団体等が行うア、イの事業に対して、市町村が補助する事業 

(2) 同一団体が、工夫や発展性を伴う同一内容の事業を複数年度にわたり実施する場

合は、補助率を下げることができる。 

３ 選定基準 
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    要綱第６第４項に規定する選定基準は、別表のとおりとする。 

 

４ 選定会議 

(1) 要綱第６第５項に規定する選定会議の構成員の人数は、概ね５名程度とする。 

(2) 選定会議の開催に関し必要な事項は、地域振興局長が定めるものとする。 

５ 県で重点的に推進する事項 

  要綱第５第１項の表の１の(1)及び同表の２の(1)に規定する県で重点的に推進する

事項については、別に定める。 

６ 支援金の配分 

  各地域振興局への支援金の配分は、別に定める基準により行うものとする。 

 

第３ 事業の実施 

１ 事業計画書の提出等 

(1) 要綱第６第１項に規定する地域発元気づくり支援金事業計画書は、別記様式第１

号によるものとする。 

(2) 要綱第６第３項に規定する地域発元気づくり支援金市町村意見書は、別記様式第

２号によるものとする。 

(3) 地域発元気づくり支援金事業計画書の提出に当たり、複数の事業を提出する場合

は、優先順位を付すものとする。 

(4) 地域振興局長は、要綱第６第４項の内示を行ったときは、速やかに内示の対象と

なる事業を公表するものとする。 

２ 交付申請 

要綱第７第１項に規定する地域発元気づくり支援金交付申請書は、別記様式第３号

によるものとする。 

３ 確認調査 

(1) 地域振興局長は、交付決定のときに、調査員を指定するものとする。なお、他の県

機関が所管する事業については、必要に応じて当該機関の長に調査員の指定を依頼

するものとする。 

   (2) 調査員は、事業の進捗を管理し、実績報告書の提出があったときは、次に掲げる

書類調査を行うとともに、必要に応じて現地調査を行うものとする。 

    ア 予算書及び決算書 

    イ 負担金及び分担金又は賦課金等の書類 

    ウ 会計簿及び補助簿等の会計関係書類 

    エ 契約関係書類 

    オ 支援金手続書類 

    カ その他必要と認められる書類 

(3) 地域振興局長は、事業の内容等を考慮し、更に必要と認める場合には、調査項目の

追加等を行うものとする。 
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４ 変更承認申請等 

(1) 要綱第９に規定する書類は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める様

式によるものとする。 

ア 地域発元気づくり支援金事業内容変更承認申請（届出）書 別記様式第４号 

イ 地域発元気づくり支援金事業中止（廃止）承認申請書 別記様式第５号 

ウ 地域発元気づくり支援金事業期間延長承認申請書 別記様式第６号 

(2) 要綱第 10に規定する地域発元気づくり支援金交付申請取下書は、別記様式第７号

によるものとする。 

５ 事前着手 

(1) 交付対象事業は、支援金の交付決定前に着手することはできない。ただし、事業の

性質から事業の実施時期が年度当初に限定される場合その他地域振興局長がやむを

得ない事由があると認めた場合は、この限りでない。 

(2) 交付対象者は、前号ただし書きに該当する場合には、別記様式第８号により地域

発元気づくり支援金事業事前着手届を地域振興局長に提出するものとする。 

６ 実績報告 

(1) 要綱第 11第１項に規定する地域発元気づくり支援金実績報告書は、別記様式第９

号によるものとする。 

(2) 地域振興局長は、額の確定を行ったときは、速やかに地域発元気づくり支援金交

付対象事業の実施結果を公表するものとする。 

７ 交付請求等 

(1) 要綱第 12に規定する地域発元気づくり支援金交付（概算払）請求書は、別記様式

第 10号によるものとする。 

(2) 支援金の概算払いの請求は、原則として、事業の出来高に対応する支援金相当額

の９０％以内の額とする。 

(3) 支援金の概算払いについては、地域振興局長が必要と認めたときに、助成事業１

事業あたり年３回を限度として支払ができるものとする。 

(4) 要綱第 13に規定する地域発元気づくり支援金事業財産処分承認申請書は、別記様

式第 11号によるものとする。 

８ 事業内容の評価 

   (1) 要綱第 14 第１項に規定する地域発元気づくり支援金事業総括書は、別記様式第

12号によるものとする。 

   (2) 前項に規定する書類の提出は、要綱第 11 第 1 項に規定する地域発元気づくり支

援金事業実績報告書の提出と同時に行うものとする。 

９ その他 

その他事業の実施上必要な事項については、知事及び地域振興局長が別に定めるも

のとする。 
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附 則（令和７年３月 31日６地振第 280号企画振興部長通知） 

（施行期日） 

１ この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地域発元気づくり支援金を交付する事業の選定基準については、この要領による改

正後の地域発元気づくり支援金交付要領別表の規定にかかわらず、この要領の施行の

日から２年間は、なお従前の例によることができる。 

 

 

（別表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域的に連携した事業又は人口減少下において真に持続可能な地域づくりに

資する事業であり、以下を満たすこと。 

１ 地域の実情や住民ニーズに対応した事業計画であること。 

  また、公益性の高い事業であること。 

２ 事業実施に向けて関係者の合意形成が図られていること。 

  また、関係法令等に係る諸手続きがなされていること。 

３ 事業の有効性が認められること(費用対効果、実施時期、計画の熟度、事業 

 効果等）。 

４ (市町村の場合)地域住民の参画を得て実施する事業、あるいは地域住民 

 の自主的、主体的な活動を促す事業であること。 

  （公共的団体の場合)事業の効果が組織内に留まることなく、広く地域住民

を巻き込む事業であること。 

５ 事業の継続性、発展性が認められること(将来計画、自立的な組織体制及び 

 資金計画）。 

なお、同一団体が、工夫や発展性を伴う同一内容の事業を複数年度にわたり

実施する場合は、原則３年以内を限度として、補助対象とすることができる。 

６ その他、地域振興局長が必要と認める基準を満たしていること。 
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